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日本のワクチン対応は「世界最低レベル」

東京2020オリンピックを開催するならワクチン戦略がキーポイントだった
　今となっては遅いものの、日本が本気で東京2020オリンピック五輪を開
催したいと考えるなら、実は「ワクチンの確保」こそが、万難を排して取り組む
べきことだったのかもしれません。日本国民の大多数がワクチンを接種し、
諸外国のオリンピック参加者にもワクチンを提供することが、世界が不安に
ならない東京2020オリンピック開催の最低条件だったのかもしれません。

甘かったワクチンに対する日本の考え
　英国は2020年12月に世界で最初に臨床試験を経て認可されたワクチン
の接種を開始しています。さらに、ボリス・ジョンソン首相は「6月21日にほと
んどの制限を解除する」と宣言しました。そして8月か9月までには国内の全
ての成人が2度のワクチン接種を終えると自信も示しています。
　血栓症発症の問題はあるものの、英国のオックスフォード大学と大手製薬
会社アストラゼネカが共同開発したワクチンが世界中に輸出されており、も
しも英国が五輪を開催する立場ならば、当然ワクチン戦略を最優先に取り組
んだに違いなでしょう。
　日本は英国と比べて新型コロナの感染者数・死者数が約100分の1の規模
にとどまっています。ワクチン情報を正確に得て、国を挙げて戦略的に動け
ば、ワクチンを十分に確保して安全な東京2020オリンピックの開催が宣言
できたのではないのでしょうか。

日本のワクチン情勢の現実
-決して国内のワクチン開発の遅れが問題のポイントではない-
　当初4月からとされた高齢者のワクチン接種が5月の中旬以降に延期され、
医療従事者のワクチン接種も25％という低値に留まっています。ワクチン担
当の河野太郎行革担当相が記者会見を開くたびにワクチンの接種スケジュ
ールが混乱して遅れており、国民は日本のワクチン接種計画に焦燥感を募ら
せています。
　世界と比較してみても日本のワクチン接種の開始はG7で最も遅く、現在ま
でにワクチン接種を完了した人数についても、米国44 5 2 . 8 9万人、トルコ
501 .37万人、ドイツ324 . 6 0万人、英国450 . 0 4万人である一方、日本はわず
か190万人に留まっています。その理由の一つに、ワクチン大国であったは
ずの日本における国内での開発の遅れが指摘されています。現在、日本では
約10の小グループが自国ワクチンの開発を行っていますが、欧米と比較して
小規模でリソースが足りず、多くのワクチンは臨床試験に入れる前の動物実
験や細胞での実験の段階にとどまっています。この中で、人に投与するワク
チン臨床試験に入れたワクチンは大阪のバイオベンチャー企業「アンジェス」
と製薬大手の塩野義製薬の2社だけです。
　しかし、世界のワクチン接種が進んでいる国を見てみましょう。ワクチン接
種が日本より進んでいる国の多くでは自国製ワクチンを開発していません。
結論から言うと、素早く十分な量のワクチンを外国の製薬会社から調達でき
ればいいのです。何も国産にこだわらず、外国製で十分なのです。そのため
のワクチン獲得交渉を、政府が迅速に行ってこなかったことが重要な問題な
のです。

首相のフットワークの悪さ、国内規制が足かせに
　イスラエルは昨年、2020年6月にベンヤミン・ネタニヤフ首相が自ら製薬会社で
あるファイザー社のトップとワクチン調達の交渉を開始しました。ファイザー社の
アルバート・ブーラCEO（最高経営責任者）とはなんと17回会談し、ファイザー社の
ワクチン提供の合意にこぎつけています。多くの国ではその国の首相が製薬会社
と交渉してワクチン獲得競争を繰り広げている一方で、日本は厚生労働省が製薬
会社と交渉してきました。しかし製薬会社が望む医療データ提供についてプライバ
シー保護の観点から不可能と拒否するなど、従来の国内規制に沿ったしゃくし定規
の回答を繰り返していたため、交渉はうまく進みませんでした。

これほどまでに遅れた原因は
　日本の厚労省には古くから国内製薬会社の既得権益を守ろうとする因習があり
ます。従来から特にワクチン供給や開発に対して、厚労省は国内製薬会社を守るた
めに、海外メーカーからの新しいワクチン調達に後ろ向きで、国内のワクチン開発
を待つという姿勢でした。したがって、新しいワクチン調達では、海外メーカーと杓
子定規な交渉に終始し、事態の打開に首相を担ぎ出すことを避け続け、いつもの
「官僚支配」を新型コロナウイルスワクチン調達にも採用し、失敗したのです。
　もう一つの問題は、厚労省と「専門家」のワクチン開発に対する勉強不足です。従
来のワクチン開発の常識（日本の得意分野である不活化ワクチンや生ワクチン）を
超えて驚異的なスピードで進んでしまった新型コロナウイルスのmRNAワクチン
開発の進捗状況を読み切っていなかったことにあります。
　これまでの感染症のワクチンが数年以内に開発されたことはありませんでした。
しかし、世界ではエボラ出血熱、SARSやMARSの感染を経験したことで、コロナウ
イルスのワクチン開発競争は、新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生前に
すでに始まっていました。それと同時に、DNAワクチン、mRNAワクチンなどの従来
の弱毒化ワクチンや不活化ワクチンとは大きく発想が異なる、新しいテクノロジー
が開発されていたのです。
　今回のコロナワクチン開発にはワクチン開発のための国際的なアライアンスが
多数形成されました。英ウェルカム・トラスト財団や、ビル・ゲイツ財団などがワク
チン開発のために巨額の開発資金を提供したのです。これらの支援を受けて、多く
の研究施設はコロナ禍の環境にもかかわらず、1年という短期間で新しいワクチン
の開発を実現させたのです。
　イスラエルのネタニヤフ首相が、昨年6月という早い時点で製薬会社と交渉を開
始したのは、この新しいワクチン開発の進化を的確に学び、理解していたからです。
　日本では、「ワクチン開発には数年かかる」として、ワクチン接種によるパンデミ
ックの終結は想定していませんでした。厚労省の多くの技官は、世界の新型コロナ
の研究を主導する「ネイチャー」「ランセット」などの世界の学術誌の最先端の議論
をフォローしきれておらず、また政府が設置した「専門家会議」の委員の多くは、過
去の業績を認められた学会の権威にすぎず、新しい感染症のパンデミックを世界
の最先端で研究している人ではありませんでした。
　多くのワクチン専門家会議の委員は、この新しいDNAワクチン、mRNAワクチン
の新しいテクノロジーとその威力には懐疑的でした。こうしたさまざまな要因が重
なり、首相官邸に世界のワクチン開発の最先端の情報はもたらされることなく、ワ
クチン獲得は後手に回ってしまったのです。

終わりに
　日本の新型コロナワクチン獲得の「敗北」からは、今後の日本の新興感染症対
策の体制の再構築へ向けた教訓があります。まず、諮問会議に起用する専門家は、
学会が推薦する過去に実績のある権威ではなく、世界の最先端の研究に取り組
む若手を起用することです。委員も日本人に限る必要すらありません。感染症に
国境はなく、その対策の決定は国際的な協力が必要で、国家が隠すべきことはな
いからです。
　次に、感染症の研究やワクチン開発の機関の集約です。日本では大学病院や小
規模な製薬会社が個別に動いていますが、これを集約して大規模な取り組みとす
ることが必要です。
　さらに、民間による巨額の資金の確保が必要です。オックスフォード大学は、前
述のウェルカム・トラスト財団から約130億ポンドもの巨額資金を得て運営され
ています。英国のような巨大な慈善団体が存在しない日本では、企業が資金を拠
出して基金を設立すべきです。

　本来なら当時の安倍前首相がファイザー社のアルバート・ブーラCEOとトップ会
談を行い、オリンピック開催のためにもワクチン調達の交渉をするべきでしたが、
このころから「桜を見る会問題」などの政治的な問題から体調を崩し、ワクチン調達
の前面から姿を消していました。
　業を煮やした首相官邸は、2021年1月下旬になって河野担当相がファイザーと
の直接交渉に乗り出したものの、ファイザーは「交渉は首相を出してほしい」と突っ
ぱね、一閣僚を相手にしないという強い姿勢を示してきました。日本のワクチン獲
得の遅れは首相官邸の動きがあまりに遅すぎた、ということに尽きると思われます。


